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第１ 企業の概況 
 

１．主要な経営指標等の推移 

提出会社の経営指標等      

回 次 第40期中 第41期中 第42期中 第40期 第41期 

会 計 期 間 
自平成12年４月１日 
至平成12年９月30日 

自平成13年４月１日 
至平成13年９月30日 

自平成14年４月１日 
至平成14年９月30日 

自平成12年４月１日 
至平成13年３月31日 

自平成13年４月１日 
至平成14年３月31日 

売上高 (千円) 8,086,156 8,669,421 8,728,608 17,640,057 18,170,238 

経常利益 (千円) 231,623 291,926 341,978 655,011 715,936 

中間（当期）純利益 (千円) 122,246 155,600 156,013 345,907 389,816 

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － － － － 

資本金 (千円) 627,700 627,700 627,700 627,700 627,700 

発行済株式総数 (株) 6,620,000 6,620,000 6,620,000 6,620,000 6,620,000 

純資産額 (千円) 4,250,293 4,518,116 4,781,319 4,473,954 4,750,337 

総資産額 (千円) 14,292,279 15,193,819 15,261,148 15,651,986 16,085,161 

１株当たり純資産額 (円) 642.04 683.48 724.25 675.82 718.70 

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 18.47 23.54 23.61 52.25 58.97 

潜在株式調整後１株当た
り中間（当期）純利益 (円) － － － － － 

１株当たり中間(年間)配当額 (円) － － － 15.00 15.00 

自己資本比率 (％) 29.7 29.7 31.3 28.6 29.5 

営業活動による 
キャッシュ・フロー (千円) 330,051 420,771 315,767 309,885 653,468 

投資活動による 
キャッシュ・フロー (千円) △ 302,019 △ 206,435 △ 210,512 △ 414,727 △ 518,797 

財務活動による 
キャッシュ・フロー (千円) 138,797 △ 57,243 △ 85,641 398,526 △ 22,365 

現金及び現金同等物の中
間期末(期末)残高 (千円) 518,591 802,539 777,365 645,447 757,752 

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] (人) 

310 
［ － ］ 

326 
［ － ］ 

336 
［ － ］ 

335 
［ － ］ 

320 
［ － ］ 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．当社は中間連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については

記載しておりません。 

４．第40期の１株当たり年間配当額には、創業50周年記念配当５円を含んでおります。 

５．第41期中より、１株当たり純資産額及び１株当たり中間（当期）純利益は、自己株式控除後の株式数に

基づいて算定しております。 
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２．事業の内容 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

 

３．関係会社の状況 

 当社は関係会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

 

４．従業員の状況 

(1)提出会社の状況 平成14年９月30日現在 

従業員数 336人 

 

(2)労働組合の状況 

  労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第２ 事業の状況 
 

１．業績等の概要 

(1)業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、厳しい雇用環境を背景とした個人消費の低迷、デフレ傾向で推移する

物価等厳しさを増す環境となっております。 

 一方、当社の属する建設関連業界におきましても、景気の低迷から消費が伸びず、公共及び民間設備投資の減

少、住宅着工戸数の減少と低迷感を脱しきれないまま推移いたしました。 

 このような状況下で、当社は、積極的な新規・深耕開拓に取り組んでまいりました。平成14年４月に東京都台

東区に台東営業所を新たな営業拠点として開設し、ネットワーク網の拡充とともに業績向上を図ってまいりまし

た。 

 当中間会計期間の商品品目別売上実績は、照明器具類が2,243,005千円（前年同期比96.5％）、電線類が

2,460,980千円（前年同期比103.9％）、配・分電盤類が2,378,601千円（前年同期比104.8％）、家電品類が

788,722千円（前年同期比93.0％）、その他の品目が857,298千円（前年同期比99.7％）となりました。 

 この結果、当中間会計期間の売上高は8,728,608千円（前年同期比100.7％）と増収になりました。 

 一方、損益面におきましては、経常利益は341,978千円（前年同期比117.1％）、中間純利益は156,013千円（前

年同期比100.3％）の増益となりました。 

 

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ19,613千円増

加し、当中間会計期間末には777,365千円となりました。 

 また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローは、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、315,767千円（前年同期比75.0％）となりました。 

 これは主に、前事業年度の業績好調により増加していた売上債権・仕入債務が回収・決済されたこと等による

ものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、210,512千円（前年同期に使用した資金は206,435千円）となりました。 

 これは主に、台東営業所（東京都台東区）の新設、前期新設した営業所の支払いがあったこと等によるもので

あります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、85,641千円（前年同期に使用した資金は57,243千円）となりました。 

 これは主に、長期借入金の返済がすすんだためであります。 
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２．仕入及び販売の状況 

(1)商品仕入実績 

当中間会計期間の商品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  （単位：千円） 

 期別 
 
品目 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 前 年 同 期 比 

照明器具類 1,894,407 96.5％ 

電線類 1,950,731 103.0 

配・分電盤類 2,002,735 106.6 

家電品類 696,432 95.2 

その他 629,878 99.6 

合計 7,174,185 101.0 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2)商品販売実績 

当中間会計期間の商品販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  （単位：千円） 

 期別 
 
品目 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 前 年 同 期 比 

照明器具類 2,243,005 96.5％ 

電線類 2,460,980 103.9 

配・分電盤類 2,378,601 104.8 

家電品類 788,722 93.0 

その他 857,298 99.7 

合計 8,728,608 100.7 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

３．対処すべき課題 

当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

 

４．経営上の重要な契約等 

該当事項はありません。 

 

５．研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 設備の状況 
 

１．主要な設備の状況 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

２．設備の新設、除却等の計画 

（1）当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したものは、次の

とおりであります。 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった東京都台東区の販売設備が完成し、平成14年４

月より台東営業所として開設いたしました。 

（2）当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

 （単位：千円） 

投資予定額 着手及び完成予定年月 
所在地 設備の内容 

総額 既支払額 
資金調達方法 

着手 完成 

東京都北区 販売設備 295,810 17,000 自己資金及び 
借入金 

平成14.７ 平成15.９ 
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第４ 提出会社の状況 
 

１．株式等の状況 

(1)株式の総数等 

① 株式の総数  

種 類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 24,280,000 

計 24,280,000 

 

② 発行済株式    

種 類 
中間会計期間末現在発行数 

（株） 
(平成14年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成14年12月19日) 

上場証券取引所名又は 
登 録 証券業協会名 

内 容 

普通株式 6,620,000 6,620,000 日本証券業協会 

権利内容に何
ら限定のない
当社における
標準となる株
式 

計 6,620,000 6,620,000 － － 

 

(2）新株予約権等の状況  

 該当事項はありません。 

 

(3)発行済株式総数、資本金等の状況  

発 行 済 株 式 総 数 資 本 金 資 本 準 備 金 
年 月 日 

増 減 数 残 高 増 減 額 残 高 増 減 額 残 高 
摘 要 

 株 株 千円 千円 千円 千円  

平成14年4月1日 
～ 

平成14年9月30日 
－ 6,620,000 － 627,700 － 506,593  

 

(4)大株主の状況  
平成14年９月30日現在 

氏 名 又 は 名 称 住 所 所有株式数 
発行済株式総数に対する 
所 有 株 式 数 の 割 合 

河合日出雄 東京都大田区東雪谷3－14－6 2,592千株 39.16％ 

田中商事従業員持株会 東京都品川区南大井3－2－2 337 5.09 

河合きよ子 東京都大田区東雪谷3－14－6 240 3.64 

森田健 東京都世田谷区北沢4－10－14 141 2.13 

河合宏美 東京都大田区東雪谷3－14－6 104 1.57 

遠藤愛子 東京都大田区南蒲田1－1－20－311 98 1.48 

加藤智 静岡県志太郡大井川町飯淵210 89 1.35 

都築陸郎 東京都大田区東六郷1－7－11－103 68 1.03 

藤村正道 神奈川県横浜市港南区笹下1－8－2－401 60 0.91 

岩崎電気株式会社 東京都港区芝3－12－4 50 0.76 

株 式 会 社 三 菱 電 機 
ライフファシリティーズ 東京都台東区東上野4－10－3 50 0.76 

計 － 3,830 57.87 
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(5)議決権の状況 

① 発行済株式 平成14年９月30日現在 

区 分 株式数（株） 議決権の数（個） 内 容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   18,000 － 
権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,566,000 6,566 同上 

単元未満株式 普通株式   36,000 － 同上 

発行済株式総数 6,620,000 － － 

総株主の議決権 － 6,566 － 

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数１個）含

まれております。 

２．「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式290株が含まれております。 

 

② 自己株式等   平成14年９月30日現在 

所有者の氏名 
又 は 名 称 

所有者の住所 自己名義所有 
株 式 数（株） 

他人名義所有 
株 式 数（株） 

所有株式数の 
合 計 （株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の 割 合（％） 

田中商事株式会社 
東京都品川区南大
井三丁目２番２号 18,000 － 18,000 0.27 

計 － 18,000 － 18,000 0.27 

 

２．株価の推移        

月 別 平成14年４月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 

最 高 
円 
370 

 
440 

 
479 

 
728 

 
864 

 
1,010 

当該中間会計期間に

おける月別最高・最

低株価 

最 低 
円 
350 

 
369 

 
415 

 
466 

 
680 

 
760 

 （注）最高・最低株価は、日本証券業協会の公表によるものであります。 

 

３．役員の状況 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 
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第５ 経理の状況 
 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成13年４月１日から平成13年９月30日まで）は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成13年４月１日から平成13年９月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査

法人により中間監査を受けております。 

 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

 

 

 







－  － 
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中間財務諸表等 

(1)中間財務諸表 

① 中間貸借対照表      （単位：千円） 

前中間会計期間末 
 

(平成13年９月30日現在) 

当中間会計期間末 
 

(平成14年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成14年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（資産の部）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金  802,539  777,365  757,752  

２．受取手形 ※４ 3,827,654  3,302,060  4,162,308  

３．売掛金  2,657,495  2,693,575  2,832,406  

４．たな卸資産  695,662  789,740  752,739  

５．繰延税金資産  66,490  84,180  79,818  

６．その他  22,469  41,425  19,952  

７．貸倒引当金  △ 77,996  △ 89,777  △ 88,838  

流動資産合計  7,994,314 52.6 7,598,570 49.8 8,516,137 52.9 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

（１）建物 ※1.2 1,669,803  1,914,629  1,837,846  

（２）土地 ※２ 4,532,381  4,647,394  4,647,394  

（３）その他 ※１ 231,245  215,552  278,472  

有形固定資産合計  6,433,430 42.3 6,777,576 44.4 6,763,713 42.1 

２．無形固定資産  197,230 1.3 197,007 1.3 197,119 1.2 

３．投資その他の資産        

（１）差入保証金・敷金  291,253  295,552  299,219  

（２）繰延税金資産  160,454  257,266  196,068  

（３）その他  249,852  345,291  251,575  

（４）貸倒引当金  △ 132,716  △ 210,116  △ 138,672  

投資その他の資産合計  568,843 3.8 687,994 4.5 608,190 3.8 

固定資産合計  7,199,504 47.4 7,662,578 50.2 7,569,023 47.1 

資産合計  15,193,819 100.0 15,261,148 100.0 16,085,161 100.0 

 
 



－  － 
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      （単位：千円） 

前中間会計期間末 
 

(平成13年９月30日現在) 

当中間会計期間末 
 

(平成14年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成14年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（負債の部）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形 ※４ 1,677,328  1,263,785  1,785,568  

２．買掛金  1,953,099  1,916,555  2,197,725  

３．短期借入金 ※２ 4,910,000  5,310,000  5,110,000  

４．一年以内返済予定長期借入金 ※２ 845,964  429,806  845,964  

５．未払法人税等  126,648  201,775  237,537  

６．賞与引当金  135,258  129,136  130,343  

７．その他 ※３ 292,064  253,543  374,180  

流動負債合計  9,940,364 65.4 9,504,601 62.3 10,681,319 66.4 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※２ 276,706  346,900  112,474  

２．退職給付引当金  295,633  444,627  363,731  

３．役員退職慰労引当金  163,000  183,700  177,300  

固定負債合計  735,339 4.9 975,227 6.4 653,505 4.1 

負債合計  10,675,703 70.3 10,479,828 68.7 11,334,824 70.5 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金  627,700 4.1 － － 627,700 3.9 

Ⅱ 資本準備金  506,593 3.3 － － 506,593 3.1 

Ⅲ 利益準備金  125,000 0.8 － － 125,000 0.8 

Ⅳ その他の剰余金        

１．任意積立金  3,020,000  －  3,020,000  

２．中間(当期）未処分利益  231,064  －  465,280  

その他の剰余金合計  3,251,064 21.4 － － 3,485,280 21.6 

Ⅴ その他有価証券評価差額金  12,526 0.1 － － 10,854 0.1 

Ⅵ 自己株式  △ 4,768 △ 0.0 － － △ 5,091 △ 0.0 

資本合計  4,518,116 29.7 － － 4,750,337 29.5 

        

Ⅰ 資本金  － － 627,700 4.1 － － 

Ⅱ 資本剰余金        

資本準備金  －  506,593  －  

資本剰余金合計  － － 506,593 3.3 － － 

 

 



－  － 
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      （単位：千円） 

前中間会計期間末 
 

(平成13年９月30日現在) 

当中間会計期間末 
 

(平成14年９月30日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成14年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

Ⅲ 利益剰余金   ％  ％  ％ 

１．利益準備金  －  125,000  －  

２．任意積立金  －  3,270,000  －  

３．中間未処分利益  －  252,149  －  

利益剰余金合計  － － 3,647,149 23.9 － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  － － 11,045 0.1 － － 

Ⅴ 自己株式  － － △ 11,169 △ 0.1 － － 

資本合計  － － 4,781,319 31.3 － － 

負債・資本合計  15,193,819 100.0 15,261,148 100.0 16,085,161 100.0 

 

② 中間損益計算書      
（単位：千円） 

前中間会計期間 
 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 
 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度の 
要約損益計算書 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

   ％  ％  ％ 

Ⅰ 売上高  8,669,421 100.0 8,728,608 100.0 18,170,238 100.0 

Ⅱ 売上原価  7,095,923 81.9 7,136,690 81.8 14,907,010 82.0 

売上総利益  1,573,497 18.1 1,591,917 18.2 3,263,227 18.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,399,085 16.1 1,372,606 15.7 2,805,572 15.5 

営業利益  174,411 2.0 219,310 2.5 457,654 2.5 

Ⅳ 営業外収益 ※１ 145,800 1.7 149,581 1.7 309,436 1.7 

Ⅴ 営業外費用 ※２ 28,285 0.3 26,913 0.3 51,154 0.3 

経常利益  291,926 3.4 341,978 3.9 715,936 3.9 

Ⅵ 特別利益  17 0.0 107 0.0 17 0.0 

Ⅶ 特別損失  1,367 0.0 51,771 0.6 4,393 0.0 

税引前中間(当期）純利益  290,577 3.4 290,314 3.3 711,561 3.9 

法人税、住民税及び事業税  125,000 1.5 200,000 2.3 359,500 2.0 

法人税等調整額  9,976 0.1 △ 65,698 △ 0.8 △ 37,755 △ 0.2 

中間（当期）純利益  155,600 1.8 156,013 1.8 389,816 2.1 

前期繰越利益  75,464  96,136  75,464  

中間(当期）未処分利益  231,064  252,149  465,280  

 

 



－  － 
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③ 中間キャッシュ・フロー計算書   
（単位：千円） 

前中間会計期間 
 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 
 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前中間(当期）純利益  290,577 290,314 711,561 

減価償却費  82,006 88,121 171,001 

貸倒引当金の増加額（△減少額）  △ 16,554 72,383 242 

賞与引当金の増加額（△減少額）  24,346 △ 1,207 19,432 

退職給付引当金の増加額  36,152 80,896 104,250 

役員退職慰労引当金の増加額（△減少額）  △ 63,400 6,400 △ 49,100 

受取利息及び受取配当金  △ 4,161 △ 3,771 △ 10,885 

支払利息  28,285 22,453 51,154 

固定資産除売却損  1,367 1,513 4,393 

固定資産売却益  △ 17 △ 107 △ 17 

売上債権の減少額  770,788 906,062 255,300 

たな卸資産の増加額  △ 4,624 △ 37,000 △ 61,702 

差入保証金の増加額  △ 6,501 △ 7,084 △ 14,717 

その他の資産の減少額（△増加額）  △ 1,828 △ 13,837 1,713 

仕入債務の増加額（△減少額）  △ 334,427 △ 805,363 14,801 

その他の負債の増加額  △ 53,082 △ 10,068 △ 77,523 

役員賞与の支払額  △ 20,000 △ 20,000 △ 20,000 

小計  728,925 569,702 1,099,905 

利息及び配当金の受取額  4,161 3,771 10,885 

利息の支払額  △ 29,378 △ 21,944 △ 50,774 

法人税等の支払額  △ 282,936 △ 235,762 △ 406,548 

営業活動によるキャッシュ・フロー  420,771 315,767 653,468 

 

 



－  － 
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   （単位：千円） 

前中間会計期間 
 

自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 
 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 金 額 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △ 240,397 △ 220,502 △ 554,023 

有形固定資産の売却による収入  456 397 688 

貸付けによる支出  △ 1,501 △ 462 △ 3,838 

貸付金の回収による収入  1,571 690 4,540 

その他の投資による支出  △ 3,774 △ 1,812 △ 4,558 

その他の投資の回収による収入  37,209 11,177 38,393 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △ 206,435 △ 210,512 △ 518,797 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増加額  200,000 200,000 400,000 

長期借入れによる収入  － 500,000 － 

長期借入金の返済による支出  △ 157,932 △ 681,732 △ 322,164 

自己株式の取得による支出  △ 1,033 △ 6,077 △ 1,357 

配当金の支払額  △ 98,277 △ 97,831 △ 98,844 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △ 57,243 △ 85,641 △ 22,365 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  157,092 19,613 112,304 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  645,447 757,752 645,447 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  802,539 777,365 757,752 

 

 



－  － 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項   

期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格に

基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採

用しております。 

(1)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1)有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格に基づ

く時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用し

ております。 

 (2)たな卸資産 

商品…移動平均法による原価

法を採用しておりま

す。 

貯蔵品…最終仕入原価法によ

る原価法を採用して

おります。 

(2)たな卸資産 

同左 

(2)たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1)有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。 

 ただし、平成10年4月1日以

降に取得した建物（附属設備

を除く）については定額法を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物 10年～50年 

(1)有形固定資産 

同左 

(1)有形固定資産 

同左 

 (2)無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

 (3)長期前払費用 

 定額法を採用しておりま

す。 

(3)長期前払費用 

同左 

(3)長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

 (2)賞与引当金 

 従業員に支給する賞与の支

払に備えるため、支給見込額

基準により当中間会計期間負

担額を計上しております。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

 従業員に支給する賞与の支

払いに備えるため、支給見込

額基準により計上しておりま

す。 



－  － 
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期  別 
 
項  目 

前中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 (3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

については、15年による按分

額を費用計上しております。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により翌事

業年度から処理することとし

ております。 

(3)退職給付引当金 

同左 

(3)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

については、15年による按分

額を費用計上しております。 

 数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により翌事

業年度から処理することとし

ております。 

 

 

 

(4)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく当

中間期末要支給額を計上して

おります。 

(4)役員退職慰労引当金 

同左 

(4)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フ

ロー計算書（キャッ

シュ・フロー計算書）

における資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヵ月以内に

償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

同左  キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヵ月以内に償還

期限の到来する短期投資から

なっております。 

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 
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追加情報   

前中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 

 

────────── 

（自己株式及び法定準備金取崩等会

計） 

 当中間会計期間から「自己株式及

び法定準備金の取崩等に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成

14年２月21日）を適用しておりま

す。 

 これによる当中間会計期間の損益

に与える影響はありません。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間末における

中間貸借対照表の資本の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

 

 

────────── 

（金融商品会計） 

 当中間会計期間からその他有価証

券のうち時価のあるものの評価方法

について、金融商品に係る会計基準

（｢金融商品に係る会計基準の設定

に関する意見書｣（企業会計審議会 

平成11年１月22日））を適用してお

ります。 

 この結果、その他有価証券評価差

額金12,526千円、繰延税金負債

9,070千円が計上されております。 

 

────────── 

（金融商品会計） 

 当事業年度からその他有価証券の

うち時価のあるものの評価方法につ

いて、金融商品に係る会計基準

（｢金融商品に係る会計基準の設定

に関する意見書｣（企業会計審議会 

平成11年１月22日））を適用してお

ります。 

 この結果、その他有価証券評価差

額金10,854千円、繰延税金負債

7,860千円が計上されております。 

（自己株式） 

 当中間会計期間より改正後の中間

財務諸表等規則を早期適用し、従来

流動資産の「その他」に含めていた

自己株式について資本の控除項目と

して資本の部の末尾に記載しており

ます。 

 なお、前事業年度までの自己株式

の計上額は次のとおりであります。 

 

────────── 

（自己株式） 

 前事業年度において資産の部に表

示していた「自己株式」（流動資産

3,734千円）は、財務諸表等規則の

改正により当事業年度においては資

本の部の末尾に表示しております。 

前中間会計期間末 3,404千円 

前事業年度末 3,734 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係）   

前中間会計期間末 
（平成13年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成14年３月31日現在） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は次のとおりであります。 

2,198,432千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は次のとおりであります。 

2,322,644千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額は次のとおりであります。 

2,260,495千円 

※２．担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとお

りであります。 

※２．担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとお

りであります。 

※２．担保に供している資産及びこ

れに対応する債務は次のとお

りであります。 

(ィ)担保に供している資産 (ィ)担保に供している資産 (ィ)担保に供している資産 

 
建物 96,346千円 

土地 376,781 

計 473,127 

  

 
建物 90,445千円 

土地 376,781 

計 467,226 

  

 
建物 93,292千円 

土地 376,781 

計 470,073 

  
(ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務 

 
短期借入金 149,500千円 

一年以内返済予
定長期借入金 

84,800 

長期借入金 90,700 

計 325,000 

  

 
短期借入金 169,300千円 

一年以内返済予
定長期借入金 

79,800 

長期借入金 10,900 

計 260,000 

  

 
短期借入金 159,400千円 

一年以内返済予
定長期借入金 

84,800 

長期借入金 50,800 

計 295,000 

  
※３．消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。 

※３．消費税等の取扱い 

同左 

※３．消費税等の取扱い 

────────── 

※４．中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理し

ております。 

 なお、当中間会計期間の末日が金

融機関の休日であったため、次の中

間期末日満期手形が中間期末残高に

含まれております。 

※４．中間期末日満期手形 

────────── 

※４．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理しており

ます。 

 なお、当事業年度末日が金融機関

の休日であったため、次の期末日満

期手形が期末残高に含まれておりま

す。 

 
受取手形 224,114千円 

支払手形 162,322 

  

 
  

  

  

 
受取手形 225,329千円 

支払手形 157,195 
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（中間損益計算書関係）   

前中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 

 
受取利息 3,497千円 

仕入割引 128,849 
  

 
受取利息 3,436千円 

仕入割引 135,480 
  

 
受取利息 10,049千円 

仕入割引 269,645 
  

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 

 
支払利息 28,285千円 
  

 
支払利息 22,453千円 
  

 
支払利息 51,154千円 
  

３．減価償却実施額 ３．減価償却実施額 ３．減価償却実施額 

 
有形固定資産 81,279千円 

無形固定資産 111 
  

 
有形固定資産 87,221千円 

無形固定資産 111 
  

 
有形固定資産 169,626千円 

無形固定資産 223 
  

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）  

前中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に記載されてい

る科目の金額との関係 

（平成13年９月30日現在） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に記載されてい

る科目の金額との関係 

（平成14年９月30日現在） 

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に記載されている科目の

金額との関係 

（平成14年３月31日現在） 

 
現金及び預金勘定 802,539千円 

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金等 

― 

現金及び現金同等物 802,539 
  

 
現金及び預金勘定 777,365千円 

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金等 

― 

現金及び現金同等物 777,365 
  

 
現金及び預金勘定 757,752千円 

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金等 

― 

現金及び現金同等物 757,752 
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（リース取引関係）   

前中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1)リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

   

(注)取得価額相当額は、未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(注) 

同左 

(注)取得価額相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

(2)未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2)未経過リース料中間期末残高

相当額 

(2)未経過リース料期末残高相当

額 
 
１年内 27,645千円 

１年超 41,845 

合計 69,491 
  

 
１年内 30,006千円 

１年超 95,969 

合計 125,976 
  

 
１年内 16,513千円 

１年超 34,028 

合計 50,542 
  

(注)未経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

しております。 

(注) 

同左 

(注)未経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しておりま

す。 

(3)支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3)支払リース料及び減価償却費

相当額 

(3)支払リース料及び減価償却費

相当額 
 
支払リース料 18,948千円 

減価償却費相当額 18,948 
  

 
支払リース料 16,344千円 

減価償却費相当額 16,344 
  

 
支払リース料 37,897千円 

減価償却費相当額 37,897 
  

(4)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 

工具・器具・備品 177,069 56,655 120,414 

ソフトウェア 15,891 10,329 5,561 

合計 192,960 66,984 125,976 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相当額 

 千円 千円 千円 

工具・器具・備品 85,291 41,899 43,391 

ソフトウェア 15,891 8,740 7,150 

合計 101,182 50,639 50,542 

 
取 得 
価 額 
相当額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 

工具・器具・備品 208,317 147,566 60,751 

ソフトウェア 15,891 7,150 8,740 

合計 224,208 154,717 69,491 
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（有価証券関係） 

（前中間会計期間末）（平成13年９月30日現在） 
有価証券 
その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額 

（１）株式 25,231 46,829 21,597 

（２）債券 － － － 

（３）その他 － － － 

合計 25,231 46,829 21,597 

 
（当中間会計期間末）（平成14年９月30日現在） 
有価証券 
その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額 

（１）株式 25,231 44,275 19,044 

（２）債券 － － － 

（３）その他 － － － 

合計 25,231 44,275 19,044 

 
（前事業年度末）（平成14年３月31日現在） 
有価証券 
その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

 取得原価 貸借対照表計上額 差額 

（１）株式 25,231 43,946 18,715 

（２）債券 － － － 

（３）その他 － － － 

合計 25,231 43,946 18,715 

 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成13年４月1日 至 平成13年９月30日） 
当社は､デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 
当中間会計期間（自 平成14年４月1日 至 平成14年９月30日） 
当社は､デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 
前事業年度（自 平成13年４月1日 至 平成14年３月31日） 
当社は､デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 
 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成13年４月1日 至 平成13年９月30日） 
当社は､関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 
当中間会計期間（自 平成14年４月1日 至 平成14年９月30日） 
当社は､関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 
前事業年度（自 平成13年４月1日 至 平成14年３月31日） 
当社は､関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）      

前中間会計期間 
自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

前事業年度 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

１株当たり純資産額 683円48銭 １株当たり純資産額 724円25銭 １株当たり純資産額 718円70銭 

１株当たり中間純利益 23円54銭 １株当たり中間純利益 23円61銭 １株当たり当期純利益 58円97銭 

 潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

 １株当たり中間純利益金額の算定

上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

 中間純利益 156,013千円 

 普通株主に帰属

しない金額 
－ 千円 

 普通株式に係る

中間純利益 
156,013千円 

 期中平均株主数 6,607千株 

 当中間会計期間より改正後の中間

財務諸表等規則を早期適用し、自己

株式控除後の株式数に基づいて算定

しております。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、新株引

受権付社債及び転換社債を発行して

いないため記載しておりません。 

（追加情報） 

 当中間会計期間より「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成14年９月25

日）及び「１株当たり当期純利益に

関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成14年９月25

日）を適用しております。 

 同会計基準及び適用指針を前事業

年度に適用して算定した場合の１株

当たり情報は、以下のとおりとなり

ます。 

前事業年度 

１株当たり純資産額 715円68銭 

１株当たり当期純利益 55円94銭 

 なお、前中間会計期間について

は、適用による影響はありません。 

 当事業年度より財務諸表等規則の

改正により、自己株式控除後の株式

数に基づいて算定しております。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、新株引

受権等が存在しないため記載してお

りません。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
 

(2)その他 

該当事項はありません。 



－  － 
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第６ 提出会社の参考情報 
 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1） 有価証券報告書及び
その添付書類 

事 業 年 度 
（第 41 期） 

 自 平成13年４月１日 
 至 平成14年３月31日 

平成14年６月26日 
関東財務局長に提出 

 



－  － 
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第二部 提出会社の保証会社等の情報 
 

 

該当事項はありません。 
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